










本書の記載について 

計数については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整をしていないため、

合計等と一致しない場合があります。 

＜普通会計による分析＞ 

総務省の定める全国統一基準により作成した普通会計を用いています。 

 各年度の数値は、原則として次のとおりとします。 

・港区           30年度普通会計決算 

・特別区、全国市町村    29年度普通会計決算 

  （いずれも公表されている最新のデータ） 

※ 普通会計：地方公共団体の財政状況の把握、分析等のために用いる統計上の会計です。 

総務省の定める基準に基づいて、一般会計と特別会計のうち公営事業会計（国

民健康保険事業会計等）以外の収支を統合し、一般会計と特別会計間の重複

額を控除するなどの調整を行い、算出します。 

  一般会計：特別区税を主な財源として、福祉や教育、道路・公園の整備など区の基本的な

活動に必要なあらゆる経費を計上した、根幹となる会計です。 

  特別会計：国民健康保険など、特定の事業の行う場合にその収支を明確にするため、一

般会計とは別に経理するための会計です。 

＜地方公会計による分析＞ 

財務書類については、総務省が示した「統一的な基準」により作成しています。

各年度の数値は、原則として次のとおりとします。 

・港区           30年度財務書類 

  ・特別区          29 年度財務書類 

  （いずれも公表されている最新のデータ） 

※ 一般会計等：一般会計と公営事業会計以外の特別会計からなる会計です。 

         港区は公営事業会計以外の特別会計はありません。 

  全 体 会計：一般会計等に公営事業会計を加えた会計です。 

  連 結 会計：全体会計に地方公共団体の関係団体を加えた会計です。 

＜元号に関する表記上の注意点＞ 

 港区財政レポート（平成 30年度決算）では、元号の表記を省略するものは原則として「平成」

を表し、「令和」は省略せずに記載しています。 

 ただし、文章の内容によって時期を明らかにするために「平成」を省略しない場合や混同の

おそれがなく「令和」を省略する場合があります。 
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２ 全ての子どもたちを健やかに育むまちへの取組
（１）保育定員の拡大と保育環境の充実

＜臨時事業・レベルアップ事業＞ 事業経費 6,761,365千円

＜レベルアップ事業＞ 事業経費 227,117千円

（２）様々な課題を抱える家庭・子どもに寄りそう支援の強化

＜臨時事業＞ 事業経費 111,356千円

＜レベルアップ事業＞ 事業経費 42,336千円

（３）可能性を広げる教育の充実

＜新規事業＞ 事業経費 32,333千円

（４）教員が子どもと向き合える時間の創出

＜臨時事業＞ 事業経費 141,863千円

待機児童ゼロの実現に向けた取組

　保育園待機児童解消に向けて、白金三丁目保育室及び三光保育室の開設や私
立認可保育園の誘致等により、平成31年４月の保育定員を平成30年４月から591
人増の8,447人とし、待機児童ゼロを達成しました。

病児・病後児保育

　保護者の子育てと就労等の両立を支援し、乳幼児の健全な育成に寄与するた
め、平成30年４月から山王赤坂病児保育室で事業を開始しました。

学習支援事業

写真・絵など　子どもの未来応援施策として、生活困窮世帯・生活保護世帯の中学生を対象とし
た学習支援事業を拡大するとともに、高校生を対象とした学習支援事業を新たに実
施しました。

（仮称）港区子ども家庭総合支援センター整備

　（仮称）港区子ども家庭総合支援センターの整備に向け、基本設計及び実施設計
を実施するとともに、人材育成や区民への普及啓発を実施しました。

タブレット端末活用推進事業

　ＩＣＴ環境を整備し、児童・生徒の学力、情報活用能力の向上を検証するため、モ
デル校として芝小学校において全児童にタブレット端末を配備しました。

教職員の働き方改革推進事業

　 教職員の負担軽減と児童・生徒と向き合う時間の創出のため、教職員の働き方
改革実施計画を策定するとともに、夜間・休日の電話対応用の留守番電話の導
入、スクール・サポート・スタッフの配置及び教職員の出退勤庶務事務システムの
構築等を実施しました。
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３ 誰もが健康で心豊かにいきいきと暮らせるまちへの取組
（１）働き盛り世代の健康をトータルで守る

＜レベルアップ事業＞ 事業経費 1,012,165千円

＜レベルアップ事業＞ 事業経費 4,404千円

（２）高齢者が自分らしくいきいきと暮らせるための取組の充実

＜新規事業＞ 事業経費 2,510千円

＜新規事業＞ 事業経費 1,409千円

（３）支え合う共生社会づくりを推進

＜レベルアップ事業＞ 事業経費 100,000千円

＜新規事業＞ 事業経費 5,889千円

ＭＩＮＡＴＯシティハーフマラソン開催

写真・絵など
　東京2020大会に向けた気運醸成を図るとともに、子どもから高齢者まで、国籍、
障害の有無の区別なく、多くの区民等が参画できるスポーツを通じた地域共生社会
の実現を目的として、「ＭＩＮＡＴＯシティハーフマラソン２０１８」を平成30年12月２日
に実施しました。
・申込者数　5,893人

やさしい日本語推進

写真・絵など　地域社会の共通言語となるやさしい日本語を広く展開し、外国人が地域に参画す
るきっかけづくりを推進するとともに、区職員向けのやさしい日本語研修を実施しま
した。

認知症高齢者等おかえりサポート事業

　認知症等による徘徊のおそれがある方やその家族を支援するため、キーホル
ダーや衣服用アイロンシールを活用した認知症高齢者等おかえりサポート事業を
区内全域で実施しました。

高齢者日常生活用具給付事業

　在宅の高齢者の日常生活や外出等の安全性を高め、社会参加を推進するため、
歩行・入浴補助用具を給付しました。

各種がん検診

　がん検診の受診機会を拡大するため、受診期間を５か月から７か月に延長すると
ともに、がん検診の質の向上を図るため、個別の精密検査結果を把握する体制を
整備しました。

健康づくり推進事業

　働き盛り世代の健康の維持・増進を支援するため、企業等と連携し、働く人たちの
ライフスタイルに合わせたハンドブックを作成しました。
・ハンドブック作成数　5,000部
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◆ 性質別歳出の状況 

歳出経費を経済的機能（性質）によって、人件費、物件費等に分類し、性質別

歳出を分析することで、財政の弾力性が分かります。（表４） 

表４ 性質別歳出の比較 

※その他経費のその他の主なものは、補助費等や積立金などです。 

◆ 性質別歳出の特徴

性質別歳出構成比を特別区や全国区市町村平均と比較すると、人件費、扶助費

及び公債費といった義務的経費の割合が低いことが分かります。（図７） 

図７ 性質別歳出構成比の比較（他団体） 

◆ 性質別歳出からみる区財政の分析

区の歳出は、他団体と比べ義務的経費の割合が低く、投資的経費の割合が高い

ことから、区財政の弾力性は比較的大きく、新たな区民ニーズに対応しやすい状

況であるといえます。 

一方で、今後も見込まれる人口増加に伴う施設需要や経常的な行政需要の更な

る増大、用地取得費が他区と比較し高額であることなど、港区ならではの特徴に

留意する必要があります。 

・義務的経費

人件費、扶助費及び公債費を指し、法令の規定あるいはその性質上、支出が義務付けられているもので、任意

に削減できない経費です。

・投資的経費

普通建設事業費、失業対策事業費及び災害復旧事業費を指し、その支出効果が長期間にわたり、資本形成

に資するものです。※港区の 30年度決算においては、普通建設事業費のみです。

用 語 解 説

（単位：％）

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比

義務的経費 44,829 32.4 44,048 25.2 781 1.8

人件費 19,310 14.0 18,930 10.8 379 2.0 退職手当の増

扶助費 25,142 18.2 24,352 13.9 790 3.2 区内私立保育園委託の増

公債費 378 0.3 765 0.4 △ 387 △ 50.6 一部の区債償還の完了

投資的経費 23,574 17.1 32,282 18.5 △ 8,709 △ 27.0 ゆかしの杜整備費の皆減

その他経費 69,754 50.5 98,401 56.3 △ 28,646 △ 29.1

物件費 36,125 26.1 33,472 19.2 2,653 7.9 郷土歴史館管理運営の増

その他 33,629 24.3 64,928 37.2 △ 31,299 △ 48.2 震災復興基金積立金の減

138,157 100.0 174,731 100.0 △ 36,574 △ 20.9

区　分
30年度 29年度

増減額 増減率 主な増減理由

内
訳

内
訳

合　計
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31.4.1 258,696
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◆　事業コスト及び定員・待機児童数の推移

収入
８億5,739万円
12.5％

区民税等一般財源
59億9,194万円
87.5％

（単位：千円）

2,872人 

人 件 費 3,330,263    使 用 料 等 801,049

退職手当引当金繰入等 189,845      国 庫 （ 都 ） 支 出 金 22,055

事 業 経 費 2,465,629    そ の 他 収 入 34,287

維 持 管 理 費 402,560      計（Ｂ） 857,391

分 析

2,384,863円 

収
入

減 価 償 却 費

入所児童１人あたりの事業コスト（Ａ/Ｃ）

事業活動概要
　保育園は、保護者が仕事や病気など、保育の必要性に応じた支給認定を受けたとき、保護者に代
わって児童を保育する施設です。30年度は、待機児童解消に向け、私立認可保育園の誘致などに
より、保育定員を591人拡大しました。

30年度活動実績 区立認可保育園入所児童数（30年度平均値）（Ｃ）

区立認可保育園20園　事業コスト計算書

5,991,936

【平成31年４月１日現在数値】　　総保育定員数…8,447人

　30年度の保育園（区立認可保育園）に関する事業コストは、前年度比1,139万円増の68億4,933万円となりま
した。また、保育料等の収入は８億5,739万円で、事業コストに占める収入の割合は12.5％となりました。
　直近５年間の推移をみると、事業コストは区立認可保育園の開園や定員拡大等により増加傾向にあります。

待機児童解消に
向けての取組

　平成29年４月からの待機児童解消緊急対策の取組により、平成31年４月１日現在の待機児童ゼ
ロを達成しました。
　しかし、今後の就学前人口の増加や年度末に向けて待機児童は増加する傾向にあることなどか
ら、引き続き、保育定員の拡大に取り組みます。

備 考 　区立認可保育園 20園（芝浦アイランドこども園を含む。） 私立認可保育園 44園　港区保育室 13園
  ※総保育定員数には、上記のほか、小規模保育事業所や認証保育所などを含みます。

保育園　財政関連指標

461,030

支 払 利 息 - 区民税等一般財源（Ａ－Ｂ）
計（Ａ） 6,849,327

事
業
コ
ス
ト

30年度事業コストの内訳

30 
64 

164 

89 
0 

0

100

200

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

待機児童数（人）定員（人）

定員(左目盛) 待機児童数(右目盛)

7,279

8,447
6,638

7,006

定員と待機児童数の推移（各年度４月１日現在）

事業コストの推移

※（　）内は区民税等一般財源です。

2,000

2,200

2,400

2,600

4,000

5,000

6,000

7,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

千円百万円

事業コスト（左目盛） 入所児童１人あたり事業コスト（右目盛）

2,385
(2,086)

5,193
(4,495)

6,849
(5,992)

5,799
(5,049)

6,249
(5,448)

2,384
(2,078)2,307

(1,997)

2,387
(2,079)

2,429
(2,138)

6,838
(6,019)

３ 保 育 園

7,856
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◆　事業コスト及びごみ収集・資源回収量の推移

（単位：千円）

53,580ｔ 16,346ｔ 

人 件 費 1,024,640    使 用 料 等 450,883

退職手当引当金繰入等 63,705        国 庫 （ 都 ） 支 出 金 1,517

事 業 経 費 2,899,735    そ の 他 収 入 176,016

維 持 管 理 費 423,767      計（Ｂ） 628,415

計（Ａ） 4,522,166

備 考

分 析

事
業
コ
ス
ト

3,893,750

資源回収量

清掃事業 財政関連指標

減 価 償 却 費 110,319

支 払 利 息

収
入

区民税等一般財源（Ａ－Ｂ）-

　清掃事業の事業コストは、人口増加などによるごみ収集量の増加により、30年度の事業コストは前年度比
5,338万円増の45億2,217万円となりました。
　廃棄物処理手数料等の収入は６億2,842万円となり、事業コストに占める収入割合は、13.9％となりました。

ごみ収集量

　不燃ごみからの金属製品、蛍光灯のピックアップ回収や生ごみの水切りの啓発等、区は様々なごみ減量及びリ
サイクル事業に取り組んでいますが、人口増加などにより、区のごみ収集量は前年に比べて増加しました。
　古紙、びん、缶などの回収、再使用（リユース）及び再生利用（リサイクル）に加え、28年度から木製粗大ごみの
資源化、30年度からは障害者就労支援施設に委託し、不燃ごみからの銅線の資源回収を開始しましたが、30
年度の資源回収量は減少しました。

事業活動概要
　限りある資源を循環させ、廃棄物の発生を抑制し、環境への負荷を軽減する社会（循環型社会）の
実現に向け、プラスチックの資源回収、木製粗大ごみの資源化など、様々な取組を行っています。

30年度活動実績

清掃事業　事業コスト計算書

清掃事業の写真

区民１人あたりの事業コスト（Ａ/人口） 17,481円

16,201
16,427 16,466 16,398 16,346

14,000

15,000

16,000

17,000

51,000

53,000

55,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

tt
ごみ収集量及び資源回収量の推移

ごみ収集量（左目盛） 資源回収量（右目盛）

５ 清 掃 事 業

30年度事業コストの内訳
収入

６億2,842万円
13.9％

区民税等一般財源
38億9,375万円
86.1％

事業コストの推移

52,467 53,258 53,58052,883 53,135

10

15

20

25

3,600

4,100

4,600

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

千円百万円

※（ ）内は区民税等一般財源です。

事業コスト（左目盛） 区民１人あたり事業コスト（右目盛）

4,337
(3,773)

4,469
(3,843)

4,522
(3,894)

4,438
(3,792)

4,375
(3,789)

18
(15) 17

(15)

18
(16)

18
(15) 17

(15)
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Ⅲ　施設別コスト計算書

◆　施設別コスト計算書の見方

※利用料金制を導入している施設については、施設使用（利用）料が指定管理者の収入となり、指定管理委託費の中で精
算され、本来、区の収入には計上されませんが、利用者の負担を分かりやすく示すため、「指定管理委託費」と「使用

料等」に上乗せして計上しています。

公の施設のうち、使用料や利用料を徴収している施設を中心に施
設別コスト計算書を作成し、施設の維持管理に要するコストの状況
を明らかにしました。

※指定管理委託費には、施設での事業費が含まれる場合があります。

費　　　目 内　　　容

人 件 費
 直営施設に配置されている職員及び非常勤職員に
かかる人件費並びに施設を所管する部署の職員にか
かる間接人件費

退職手当引当金
繰 入 等

 直営施設に配置されている職員及び施設を所管す
る部署の職員にかかる退職手当引当金繰入等

指定管理委託費  指定管理者に対する委託料

維 持 管 理 費  清掃・機械保守委託料、光熱水費等

減 価 償 却 費  建物、工作物及び100万円以上の物品の減価償却費

支 払 利 息  地方債の償還利息

※施設コストは、改修工事等の臨時的な経費を除き、維持管理に要する経常的な経費のみを計上しています。

※受益者負担率は、58頁から記載の財政関連指標等を用いた分析における受益者負担比率とは、施設使用（利用）料など、算出している

数値が異なります。

財 政 関 連 指 標 内　　　容

人件費コスト比率  「施設コスト」に占める人件費の割合を示す指標

有形固定資産減価
償 却 率

 有形固定資産の消耗度を表し、比率が高いほど資産の老
 朽化が進んでいることを示す指標

財 政 関 連 指 標 内　　　容

施 設 コ ス ト 計  施設運営に要するコスト

区民税等一般財源
充 当 率

 現金を伴う支出に、特別区民税等の一般財源がどの
 程度充当されているかを示す指標

受 益 者 負 担 率
 「施設コスト」を施設利用者の負担（使用料等）
 でどの程度賄っているかを示す指標

※協定で定められた以上の利用料収入があった場合、一定割合を

成果配分事業収入として「使用料等」に計上しています。

費　　　目 内　　　容

使 用 料 等  施設使用料、利用料、成果配分事業収入

国庫（都）支出金  施設の維持管理等に充当される国・東京都からの支出金

そ の 他 収 入  施設におけるその他の収入
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◆ 経常費用の状況（表４、図１）

30 年度の経常費用は、物件費等や補助金等が増となったことなどにより、前年度

比 45 億円増の 1,176 億円となっています。内訳は、物件費や減価償却費といった

物件費等が最も高い割合の 46.8％を占め、次いで社会保障給付費の 18.4％、人件

費の 16.3％となっています。 

◆ 経常収益の状況（表４）

30 年度の経常収益は、その他収入である南麻布四丁目福祉施設用地貸付が 13 億

円減となったことなどにより、前年度比９億円減の 108 億円となっています。 

表４ 一般会計等行政コスト計算書及び区民１人あたりの行政コスト計算書

（４月１日～３月 31 日）

図１ 経常費用の性質別構成比割合 

金　額
　　　　　百万円

構成比
　　　　　％

区民１人あたり
　　　　　　万円

金　額
　　　　　百万円

構成比
　　　　　％

区民１人あたり
　　　　　　万円

金　額
　　　　　百万円

区民１人あたり
　　　　　　万円

　経常費用 117,630 100.0 45 113,109 100.0 44 4,521 1

　　人件費 19,157 16.3 7 19,607 17.3 8 △ 450 △ 0

　　物件費等 55,055 46.8 21 52,587 46.5 21 2,468 1

　　補助金等 13,514 11.5 5 12,220 10.8 5 1,294 0

　　社会保障給付 21,630 18.4 8 20,659 18.3 8 971 0

　　その他 8,275 7.0 3 8,036 7.1 3 238 0

　経常収益 10,769 4 11,679 5 △ 910 △ 0

　　使用料及び手数料 7,672 3 7,719 3 △ 47 △ 0

　　その他 3,097 1 3,960 2 △ 863 △ 0

純経常行政コスト △ 106,861 △ 41 △ 101,430 △ 40 △ 5,431 △ 2

　臨時損失 1 0 3 0 △ 2 △ 0

　臨時利益 0 0 0 0 0 0

純行政コスト △ 106,862 △ 41 △ 101,434 △ 40 △ 5,429 △ 2

29年度

科　　目

増減30年度

16.3%

46.8%

11.5%

18.4%

7.0%

H30年度の状況

17.3%

46.5%

10.8%

18.3%

7.1%

H29年度の状況

17.3%

46.5%
10.8%

18.3%

17.9%人件費

物件費等

補助金等

社会保障給付

その他

※統一的な基準の様式による行政コスト計算書は、65頁に掲載しています。 

※区民１人あたりの金額は、平成 31 年４月１日現在の人口 258,696 人で除して算出している

ため、合計額等が一致しない場合があります。 
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３ 純資産変動計算書

◆ 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、1 年間に、貸借対照表の純資産（＝資産－負債）の部がど

のような要因で変動したのかを表す財務書類です。純資産を変動させる主な要素と

して、純行政コスト、財源（税収等・国や都からの補助金）や固定資産等の変動な

どがあります。30 年度は、純行政コストに対して財源が上回っており、本年度純資

産変動額は 355 億円の黒字となりました。（表５） 

表５ 一般会計等純資産変動計算書（４月１日～３月 31 日） 

（単位：百万円）　

30年度 29年度 増減

前年度末純資産残高 3,463,826 3,438,353 25,474

純行政コスト（△） △ 106,862 △ 101,434 △ 5,429

財源 122,657 120,565 2,092

　税収等 101,553 100,469 1,084

　国都補助金 21,104 20,096 1,008

本年度差額 15,795 19,131 △ 3,336

固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額 - - -

無償所管換等 19,751 1,357 18,394

その他 - 4,986 △ 4,986

本年度純資産変動額 35,546 25,474 10,072

本年度末純資産残高 3,499,372 3,463,826 35,546

科　　　　目

30 年度末の純資産残高は、前年度比 355 億円増の３兆 4,994 億円

となりました。 

本年度末純資産残高 

固定資産等の変動 

（内部変動・資産評価

差額・無償所管換等・

その他）

前年度末純資産残高 

純行政コスト 

財源（税収等・補助金）

純行政コストは純資産を減少させる要素 

財源は純資産を増加させる要素 

純行政コストと財源以外の項目は、内容に

よって純資産を増加又は減少させるどちら

の要素にもなり得ます。 

※統一的な基準の様式による純資産変動計算書は、66頁に掲載しています。 
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（単位：百万円）

30年度 29年度 増　 減 

　業務支出 108,107 103,162 4,945

　　業務費用支出 66,247 63,208 3,039

人件費支出 19,900 19,469 432

物件費等支出 44,915 43,066 1,849

支払利息支出 21 34 △ 13

その他の支出 1,411 639 772

　　移転費用支出 41,860 39,954 1,906

補助金等支出 13,514 12,220 1,294

社会保障給付支出 21,630 20,659 971

他会計への繰出支出 6,446 6,716 △ 270

その他の支出 270 359 △ 89

　業務収入 130,335 129,261 1,074

　　税収等収入 101,495 100,448 1,048

　　国都補助金収入 18,296 17,277 1,019

　　使用料及び手数料収入 7,717 7,675 43

　　その他の収入 2,826 3,862 △ 1,035

　臨時支出 -                       -                       -

　臨時収入 -                       -                       -

業務活動収支 22,228 26,099 △ 3,871

　投資活動支出 34,359 74,671 △ 40,313

　　公共施設等整備費支出 14,422 23,805 △ 9,384

　　基金積立金支出 19,446 50,369 △ 30,923

　　投資及び出資金支出 -                       -                       -

　　貸付金支出 491 497 △ 6

　　その他の支出 -                       -                       0

　投資活動収入 12,202 52,323 △ 40,122

　　国都補助金収入 2,808 2,819 △ 11

　　基金取崩収入 8,299 49,010 △ 40,711

　　貸付金元金回収収入 495 494 1

　　資産売却収入 0 0 0

　　その他の収入 600 -                       600

投資活動収支 △ 22,157 △ 22,348 191

　財務活動支出 858 736 121

　　地方債償還支出 362 736 △ 375

　　その他の支出 496 -                       496

　財務活動収入 -                       -                       -

財務活動収支 △ 858 △ 736 △ 121

本年度資金収支額 △ 787 3,014 △ 3,802

前年度末資金残高 9,943 6,929 3,014

本年度末資金残高 9,156 9,943 △ 787

前年度末歳計外現金残高 6,724 11,937 △ 5,213

本年度歳計外現金増減額 464 △ 5,213 5,677

本年度末歳計外現金残高 7,188 6,724 464

本年度末現金預金残高 16,344 16,667 △ 323

【財務活動収支】

【業務活動収支】

【投資活動収支】

科　　　　　目

表６ 一般会計等資金収支計算書（４月１日～３月 31 日） 

※統一的な基準の様式による資金収支計算書は、67 頁に掲載しています。 

－56－



５ 財務書類の連単倍率分析

連単倍率とは、連結会計の数値が一般会計等の何倍になっているかを示す指標で

す。一般会計等に特別会計と関係団体も含めた連結会計は、一般会計等よりも規模

が大きくなることから、純資産の連単倍率が１を下回る場合には、企業でいえば、

経営状態の悪い子会社を抱え、グループ全体の価値が下がっている状態を示します。

※統一的な基準の様式による連結会計財務書類は 72頁から掲載しています。

◆ 連単倍率（表７） 

30 年度の純資産連単倍率は 1.01 となっています。 

また、行政コスト計算書の連単倍率をみると、経常費用は 1.61、経常収益は 1.71

となり、純経常行政コストは 1.60 となっています。 

本年度資金収支額の連単倍率は、0.84 となっており、一般会計等で発生した支出

超過額が連結会計では縮小していることが分かります。 

表７ 連結会計財務書類と一般会計等財務書類の連単比較 

【貸借対照表】 （単位：百万円）

科 目 連結会計（Ａ） 一般会計等（Ｂ）
比　較
（Ａ）－（Ｂ）

連単倍率
（Ａ）／（Ｂ）

資　　　産 3,554,530 3,525,940 28,590 1.01

負　　　債 29,097 26,568 2,529 1.10

純　資　産 3,525,433 3,499,372 26,061 1.01

【行政コスト計算書】 （単位：百万円）

科 目 連結会計（Ａ） 一般会計等（Ｂ）
比　較
（Ａ）－（Ｂ）

連単倍率
（Ａ）／（Ｂ）

人件費 20,974 19,157 1,817 1.09

物件費等 58,965 55,055 3,909 1.07

社会保障給付 21,632 21,630 2 1.00

その他 87,410 21,789 65,621 4.01

経常費用合計 188,980 117,630 71,350 1.61

経常収益合計 18,386 10,769 7,617 1.71

純経常行政コスト △ 170,594 △ 106,861 △ 63,733 1.60

【資金収支計算書】 （単位：百万円）

科 目 連結会計（Ａ） 一般会計等（Ｂ）
比 較
（Ａ）－（Ｂ）

連単倍率
（Ａ）／（Ｂ）

業務活動収支 23,073 22,228 845 1.04

投資活動収支 △ 22,784 △ 22,157 △ 627 1.03

財務活動収支 △ 949 △ 858 △ 92 1.11

本年度資金収支額 △ 661 △ 787 127 0.84

連結の対象となる団体の中には負債・コストが多いものもありま

すが、純資産の連単倍率は 1.01 となり、１を上回っており、区全体

では健全な財政状況を維持していることが分かります。
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６ 財政関連指標等を用いた分析 

表８ 財政関連指標等の年度比較
単位 30年度 29年度

１　財務健全性の指標

①　純資産比率（↑） ％ 99.2 99.2

②　区債及び借入金等の残高（↓） 億円 43 54

③　経常収支比率（↓） ％ 72.3 67.5

２　行財政運営における基礎データ

①　人口 人 258,696 255,320

②　特別区民税収入額（↑） 億円 726 708

３　貸借対照表関連指標

①　総資産 億円 35,259 34,917

億円 33,385 33,146

億円 30,446 30,286

億円 1,574 1,480

％ 34.9% 34.1

　 　建　物 ％ 41.2% 40.2

　工作物 ％ 16.8% 16.2

　物　品 ％ 62.6% 59.6

億円 1,636 1,525

年 23.1 18.9

②　総負債（↓） 億円 266 279

③　純資産（↑） 億円 34,994 34,638

④　社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） ％ 0.1 0.2

４　行政コスト計算書関連指標

①　経常費用 億円 1,176 1,131

②　経常収益（↑） 億円 108 117

③　純経常行政コスト 億円 1,069 1,014

④　受益者負担比率 ％ 9.2 10.3

５　純資産変動計算書関連指標

①　行政コスト対税収等比率（↓） ％ 87.1 84.1

６　資金収支計算書関連指標

①　基礎的財政収支（プライマリーバランス）（↑） 億円 1 38

７　区民１人あたり指標

①　区債及び借入金等の残高（↓） 万円 1.7 2.1

②　資産（↑） 万円 1,363.0 1,367.6

③　負債（↓） 万円 10.3 10.9

④　純資産（↑） 万円 1,352.7 1,356.7

⑤　経常費用 万円 45.5 44.3

⑥　経常収益（↑） 万円 4.2 4.6

⑦　純経常行政コスト 万円 41.3 39.7

⑧　特別区民税収入額（↑） 万円 28.1 27.7

※　財政関連指標等の名称の右側に記載している矢印は、（↑）は数値が大きくなるほうが望ましく、（↓）は数値

　が小さくなるほうが望ましいことを示しています。

※　人口は、30年度は平成31年4月1日現在、29年度は平成30年4月1日現在です。

財政関連指標等

ⅱ　基金

ⅲ　歳入額対資産比率

ⅰ　有形固定資産

　　（うち土地）

　　減価償却累計額

　　有形固定資産減価償却率

純資産比率は前年度比増減なしの 99.2％と高水準であり、区財政は、

引き続き健全な状況を維持しています。 
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「統一的な基準」により作成される財務書類から抽出した財政関連指標について、

人口規模が近い墨田区と文京区、標準財政規模が近い新宿区と比較しました。 

港区は道路敷地の評価方法について、「総務省方式改訂モデル」に基づく取得価

額による評価を行っており、比較を行った区と評価方法が異なっています。比較に

あたっては、評価方法を他区に合わせた補正値を（ ）内に併記しています。  

※ 標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準的大きさを示すものです。 

◆ 純資産比率（純資産比率＝純資産／総資産＝34,994 億円／35,259 億円）

行財政の健全な運営のためには、一定の純資産の確保が必要です。純資産が少な

いということは、返済しなければならない負債が多く将来世代の負担が大きいこと

を意味します。30 年度の純資産比率は、前年度比増減なしの 99.2％となりました。

他区と比較しても、将来世代への負担が小さいことが分かります。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

％ 99.2(98.2) 99.2（98.0） 85.1 96.3 92.4 

◆ 有形固定資産減価償却率 

（有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

                ＝1,574 億円／（33,385 億円－30,446 億円＋1,574 億円）） 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産の消耗度を表す指標で、比率が高いほ

ど資産の老朽化が進んでいることとなります。30 年度の有形固定資産減価償却率は、

前年度比 0.8 ポイント増の 34.9％となりました。他区と比較しても、計画的に施設

改修等を行っていることが分かります。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

％ 34.9 34.1 58.3 54.6 64.9 

◆ 歳入額対資産比率 

（歳入額対資産比率＝（資産合計－資産評価差額）／ 歳入総額） 

＝（35,259 億円－０億円）／1,474 億円）） 

歳入額対資産比率は、既存の社会資本が区の何年分の歳入総額に相当するかを表

す比率で、比率が高いほど社会資本整備が進んでいることとなります。30 年度の歳

入額対資産比率は、前年度比 5.0 ポイント増の 23.9 年となりました。他区と比較

しても、多くの資産を保有していることが分かります。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

年 23.9(9.8)  18.9(7.6) 3.2 5.6 6.2 
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◆ 社会資本形成の世代間負担比率 

（社会資本形成の世代間負担比率＝(地方債残高＋未払金)／(有形固定資産＋無形固定資産)

              ＝(７億円＋36 億円)／(33,385 億円＋26億円)）

  社会資本形成の世代間負担比率は、既存の社会資本を将来世代がどれくらい負担

しなければならないかを表す比率で、この比率が低いほど将来世代に先送りした負

担が少ないことを意味しています。30 年度の社会資本形成の世代間負担比率は、前

年度比 0.1 ポイント減の 0.1％となりました。他区と比較しても、将来世代に先送

りした負担が少ないことが分かります。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

％ 0.1(0.3)  0.2(0.4)  10.1 0.9 5.4 

◆ 受益者負担比率（受益者負担比率＝経常収益／経常費用＝108 億円／1,176 億円） 

経常収益と経常費用を比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者

負担の状況をみることができます。30 年度の受益者負担比率は、前年度比 1.1 ポイ

ント減の 9.2％となりましたが、他区との比較においては自主財源の確保に努めて

いることが分かります。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

％ 9.2 10.3 3.9 6.6 4.3 

※ 受益者負担比率は、39頁から記載の施設別コスト計算書の受益者負担率とは施設使用（利用）料など、算出数値が異

なります。 

※ 港区では、経常収益のうち道路占用料等の算出基準となる固定資産税評価額を港区総地目平均としており、受益者負

担比率が高くなっています。 

◆ 行政コスト対税収等比率 

（行政コスト対税収等比率＝純経常行政コスト／（税収等＋国都補助金）＝1,069億円／1,227億円）

行政コスト対税収等比率は、特別区民税などの税収等がどれだけ経常的な行政サー

ビスの提供にかかるコスト（純経常行政コスト）に使われたのかを表す比率です。こ

の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、100％を上回ると過去から蓄積

した資産が取崩されたことを意味しています。30年度の行政コスト対税収等比率は前

年度比 3.0 ポイント増の 87.1％となりましたが、他区との比較においては区の資産

形成における余裕度は高く、弾力性が保たれているといえます。 

単位 
30 年度 29 年度 

港区 港区 墨田区 文京区 新宿区 

％ 87.1 84.1 95.8 89.1 97.2 

[税負担に対するサービス還元効果] 

港区では、総務省が示す財政指標とは別に、14 年度決算財政レポートから、純経常行政コストを

特別区民税収入額で割り返すことにより、区民１人あたりの特別区民税収入額に対して、どれくら

いの行政サービスが行われたのかを「税負担に対するサービス還元効果」として分析してきました。 

区民１人あたりの特別区民税収入額に対して、30年度の税負担に対するサービス還元効果は、1.5

倍となりました。
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 3,489,957,007 3,495,661,760 △ 5,707,474 2,721

純行政コスト（△） △ 170,613,042 △ 170,613,042 0

財源 186,485,795 186,485,795 0

税収等 136,175,279 136,175,279 0

国都補助金 50,310,517 50,310,517 0

本年度差額 15,872,754 15,872,754 0

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 - -

無償所管換等 19,750,983 19,750,983

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 △ 1,684 779 △ 2,462 △ 1

その他 △ 145,806 - △ 145,806

本年度純資産変動額 35,476,247 35,147,911 328,337 △ 1

本年度末純資産残高 3,525,433,254 3,530,809,671 △ 5,379,136 2,719

※ については作成の手引により記載を省略しています。

連結純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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 Ⅲ 補助金の状況（30年度決算）

と認めた場合に支出するものです。30年度に区が支出した補助金総額は約101億円
となりました。

（単位：千円）

款 No. 補助金名 対 象 決算額 概 要
開始
年度

前年度
比較

1  消防団等補助金  消防団、消防少年団 4,162
  区内消防団及び消防少年団の円滑
な活動を図るため、運営経費を補助

Ｓ26 ↑

2
 納税貯蓄組合連合会
補助金

 納税貯蓄組合連合会 1,600
  芝・麻布納税貯蓄組合連合会の活
動を支援するため、経費の一部を補
助

Ｓ46 →

3  町会等補助金
 町会・自治会・商店
会等

67,346
  町会・自治会・商店会等の自主的
な地域活動を支援するため、経費を
補助

Ｓ52 ↑

4  防犯協会補助金  防犯協会 1,800
  防犯意識の啓発や青少年の健全な
育成及び地域の明るい環境づくりの
ため、事業経費を補助

Ｓ62 →

5
 港区国際交流協会補
助金

 港区国際交流協会 11,564
  港区国際交流協会の運営を支援す
るため、経費を補助

Ｈ４ ↓

6
 港区スポーツふれあ
い文化健康財団に対す
る助成金

 港区スポーツふれあ
い文化健康財団

521,630
  コミュニティ振興を図り、区民生
活向上と地域社会発展に寄与するた
め、経費の一部を助成

Ｈ８ ↑

7
 地域防災協議会活動
助成金

 地域防災協議会 950
  地域防災協議会の育成及び円滑な
活動を図るため、活動経費の一部を
助成

Ｈ８ ↓

8  職員自己啓発助成金  区職員 1,302

  職員の資質・能力の向上のため、
資格取得やスキルアップに取り組む
職員及び自主研究グループに講座受
講料等を助成

Ｈ11 ↑

9
 町会等掲示板設置補
助金

 町会・自治会 344
  町会・自治会が地域住民に対して
行う広報活動を支援するため、掲示
板の設置経費の一部を補助

Ｈ15 ↑

10
 安全安心まちづくり
補助金

 町会・自治会・商店
会等

48,736

  生活の安全確保や犯罪の防止に向
けた自主的な活動経費並びに防犯カ
メラ等の整備費及び維持管理費を補
助

Ｈ15 ↑

11  ＮＰＯ活動助成金
 要件に該当するＮＰ
Ｏ等

2,241
  ＮＰＯ等が行う公益活動を支援す
るため、経費の一部を助成

Ｈ15 ↓

12
 中小企業配偶者出産
休暇制度奨励金

 中小企業者 800

  仕事と子育てが両立できる職場環
境づくりを支援するため、制度を実
施する区内中小企業者に奨励金を交
付

Ｈ16 ↑

13
 町会・自治会会館建
設等補助金

 町会・自治会 1,204

  町会・自治会の自主的なコミュニ
ティ活動を促進するため、町会・自
治会会館の建設、修繕等の経費の一
部を補助

Ｈ16 ↓

14
 住まいの防犯対策助
成金

 区民 264
  空き巣などの住宅への侵入犯罪に
よる被害を未然に防止するため、住
まいの防犯対策にかかる費用を助成

Ｈ18 ↓

15
 文化芸術活動サポー
ト事業助成金

 文化芸術活動団体 19,503
  多彩な文化芸術活動及び文化芸術
活動を行う団体を育成するため、経
費の一部を助成

Ｈ19 ↑

 補助金とは、特定の事業、研究等を育成、支援するために区が公益上必要がある

総

務

費
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（単位：千円）

款 No. 補助金名 対 象 決算額 概 要
開始
年度

前年度
比較

33
 高反射率塗料等材料
費助成金

 区内に建築物を所有
する個人又は法人等

1,627
  ヒートアイランド対策を推進する
ため、高反射率塗料等被覆工事にか
かる経費の一部を助成

Ｈ20 ↓

34
 屋内喫煙所設置費等
助成金

 区内の建築物所有者
等

28,353
  一般開放可能な屋内喫煙所の設置
及び維持管理にかかる経費を助成

Ｈ25 ↓

35
 テナント店舗等の木
質化モデル創出事業助
成金

 区内のテナント事業
者又は物件所有者

9,975

  森林整備の推進と二酸化炭素吸収
量の増大に寄与するため、区内の店
舗等の木質化にかかる費用の一部を
助成

Ｈ30 新

36
 社会福祉協議会に対
する補助金

 港区社会福祉協議会 171,834
　地域福祉を増進するため、社会福
祉協議会の運営に要する経費を補助

Ｓ28 ↓

37
 青少年対策地区委員
会の組織活動補助金

 港区青少年対策地区
委員会

8,345
  青少年をめぐる社会環境の整備と
青少年の健全育成を図るため、活動
費の一部を補助

Ｓ49 ↑

38  公衆浴場補助金
 東京都公衆浴場業生
活衛生同業組合港支部
加入の公衆浴場経営者

17,108

　区内公衆浴場の経営安定、転廃業
の防止及び区民の保健衛生の確保を
図るため、経営・事業・施設整備費
を補助

Ｓ50 ↓

39
 心身障害者自動車運
転免許取得費助成金

 身体障害者又は知的
障害者で要件に該当す
る人

165
　障害者の運転免許取得経費の一部
を助成

Ｓ52 →

40
 シルバー人材セン
ター補助金

 港区シルバー人材セ
ンター

86,829

　高齢者に適した就業機会の確保・
拡大のために活動しているシルバー
人材センターに対し、運営費の一部
を補助

Ｓ53 ↓

41  老人クラブ助成金  老人クラブ 16,226
  老人クラブの活動を促進するた
め、会員数に応じて運営費を助成

Ｓ55 ↓

42
 老人クラブ連合会補
助金

 港区老人クラブ連合
会

7,132
　老人クラブ連合会を育成するた
め、その運営及び事業に要する経費
の一部を補助

Ｓ55 ↓

43
 心身障害者（児）自
動車燃料費助成金

 心身障害者（児）で
要件に該当する人

10,576
　心身障害者（児）の生活圏の拡大
及び経済的負担の軽減を図るため、
自動車燃料費の一部を助成

Ｓ55 ↓

44
 心身障害者団体助成
金

 心身障害児・者団体
連合会 他８団体

5,588
　障害者の自主的活動の充実を図る
ため、運営費及び事業費の一部を助
成

Ｓ56 ↓

45
 障害者（児）通所事
業運営費等補助金

 社会福祉法人等 4,786

　知的及び身体障害者（児）に集団
活動・訓練等を実施している社会福
祉法人等に対して運営費の一部を補
助

Ｓ56 ↓

46
 私立保育所特別助成
金

 私立認可保育所等 169,950
  保育所運営の安定を図るため、児
童定数未充足に伴う施設型給付費等
の減収分を補助

Ｓ61 ↑

47
 社会を明るくする運
動推進委員会補助金

 社会を明るくする運
動港区推進委員会、保
護司会地域活動部

1,970
　社会を明るくする運動を効果的か
つ有機的に推進するため、広報費、
事業運営費を補助

Ｓ62 ↑

48
 聴覚障害者協会等通
信費補助金

 港区聴覚障害者協会
役員・聴覚障害者担当
身体障害者相談員

95
　聴覚障害者協会役員及び聴覚障害
者担当の身体障害者相談員に対し、
ファクシミリ通信料の一部を補助

Ｈ元 ↑

49
 原爆被爆者の会助成
金

 港友会 631
　港友会に対し、運営費、研修会開
催費等の一部を助成

Ｈ２ →

民
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（単位：千円）

款 No. 補助金名 対 象 決算額 概 要
開始
年度

前年度
比較

101
 港区産業団体連合会
支援事業補助金

 港区産業団体連合会 2,000
  会員の自立的発展と区内産業の活
性化を図るため、事務局運営費等を
補助

Ｈ16 →

102
 商店街変身戦略プロ
グラム事業補助金

 商店会等 11,521
  区の指定を受け個性的・魅力的な
商店街への変身に取り組む商店会等
に対し、事業経費を補助

Ｈ17 ↓

103  新規開業賃料補助金  中小企業者 27,519
  区の支援を受け創業計画を策定し
た者が、区内で新たに開業する場合
に、賃料の一部を補助

Ｈ17 ↑

104
 商店街小売業等店舗
改装支援事業補助金

 商店街加入店舗等 2,500
  商店街加入店舗等が小規模改装す
る際に要する経費の一部を補助

Ｈ18 ↑

105
 ＩＳＯ等取得支援事
業補助金

 中小企業者・中小企
業団体

12,740
  区内中小企業者等がＩＳＯ等を取
得する際に要する経費の一部を補助

Ｈ18 ↓

106
 ものづくり・商業観
光フェア補助金

 港区ものづくり・商
業観光フェア実行委員
会

31,549
  港区ものづくり・商業観光フェア
実行委員会に対し、事業経費を補助

Ｈ18 ↑

107
 産業財産権取得支援
事業補助金

 中小企業者・中小企
業団体

1,540

  区内中小企業者等が産業財産権
（特許権、実用新案権、意匠権、商
標権）を取得する際に要する経費の
一部を補助

Ｈ19 ↑

108
 専門家派遣事業補助
金

 中小企業者・中小企
業団体

1,813
  （公財）東京都中小企業振興公社
の専門家派遣事業を利用する区内中
小企業者等に対し、利用経費を補助

Ｈ21 ↑

109  共同出展企業補助金
 中小企業者・産業団
体

1,387
  産業交流展に出展する区内中小企
業者等に対し、出展経費を補助

Ｈ21 ↓

110
 新製品・新技術開発
支援事業補助金

 中小企業者・中小企
業団体

2,700
  区内中小企業者等が行う、市場性
の高い新製品・新技術の研究及び開
発にかかる経費の一部を補助

Ｈ22 ↓

111
 小規模企業事業承継
支援補助金

 小規模企業者 2,653

  区内小規模企業者の円滑な事業承
継を支援するため、経営基盤を強化
するための設備更新等に要する経費
の一部を助成

Ｈ23 ↓

112
 小規模事業者経営改
善資金利子補助金

 小規模企業者 11,113
  日本政策金融公庫から受ける小規
模事業者経営改善資金融資に対し、
当初３年間、利子の一部を補助

Ｈ24 ↑

113
 新技術活用支援事業
補助金

 中小企業者・中小企
業団体

285

  （地独）東京都立産業技術研究セ
ンターが実施する依頼試験、機器利
用及び実地技術支援事業の利用にか
かる経費の一部を補助

Ｈ29 ↓

114
 MINATOシティプロ
モーションクルー認定
事業助成金

 企業・団体 1,328
  MINATOシティプロモーションク
ルーとして認定した企業・団体に対
し、事業経費の一部を助成

Ｈ29 ↓

115
 生鮮三品等商店街店
舗持続化支援補助金

 中小企業者 3,646
  商店街において生鮮三品販売その
他小売業等を営む店舗の設備更新等
に要する経費の一部を補助

Ｈ30 新

116  交通安全協会補助金  交通安全協会 5,537
  交通安全の啓発活動に寄与するた
め、交通安全運動にかかる経費を補
助

Ｓ46 →

117  防犯灯設置補助金  町会・自治会等 2,417
  防犯灯整備を促進するため、区内
の私道に防犯灯を設置する町会・自
治会等に工事費を補助

Ｓ47 ↑

産
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